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第7次改訂にあたって

この本で、難解な法体系が一目瞭然！

　地方自治法は、300 以上に及ぶ膨大な条文数と複雑な内容が絡み合うた
め、勉強するのが並大抵の苦労では済みません。実際に、六法を開きズラッ
と書き連ねられている法の文言を見るだけで、戦意喪失してしまう人が後
を絶たないのは、非常に残念なことです。
　入門書や参考書は、ちまたに溢れていますが、文章を中心とした解説で
は、読者がなかなか理解できないのが実状だと思います。今までも、特に
地方自治体の昇任試験を受験する方から、「わかりやすい本が欲しい」と
いうご要望が多数寄せられてきました。
　そこで当研究会では、そんな皆さんの期待にお応えするべく、満を持し
て本書を企画・制作し、大好評を得ています。特徴は次のとおりです。

膨大な地方自治法の全容を36項目に分けて、図表を用いて完全整理して
います。

知りたいところがひと目でわかるよう、目次構成と本文デザインに工夫の
限りを尽くしています。

特に、直接請求、住民訴訟、国又は都道府県の関与などの複雑な手続につ
いては、一連の流れが把握できるように、順を追って掲載しています。 

　「参考書の字づらをひたすら追うことに疲れた」「もうサジを投げたい」
というアナタ、本書があれば、もう大丈夫です。この本を一読するだけで、
目からウロコになること請け合いです。　
　今回の改訂では、令和 6年に公布されたDXの進展を踏まえた対応や、
国民の安全に重大な影響を及ぼす事態における国と地方公共団体との関係
等の特例、指定地域共同活動団体の指定など地方自治法改正にキメ細かく
対応しており、当研究会が地方自治法攻略の「最後の切り札」「合格へのエー
ス」として、送り出す自信作なのです！
　この 1冊をフルに活用して、一人でも多くの方が「大願成就」されるこ
とを期待いたします。

　令和 7年 4月
地方公務員昇任試験問題研究会
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■勉強の手順

本書の効果的な使い方̶地方自治法の賢い勉強法 
　地方自治法は、地方自治の王道をいく基本中の基本たる法律です。このため、
真面目な人ほど、きちんと勉強しようと気負い過ぎ、学者の書いた参考書や、
受験用でも文章ばかりのわかりにくいテキストに手を出してしまいます。
　その一方で、効率的に勉強しようという意識が過剰な人は、問題集ばかりや
ろうとするような「手抜き」に走ります。これでは、せっかく得た知識もすぐ
忘れることになりかねず、得策とは言えません。
　そこで、本書では、読者の皆様に、地方自治法を賢く学べる秘訣をお教えし
ましょう。これは、本書の有効な使い方にもつながります。

①制度の大枠を押さえる　　
　本書『完全整理　図表でわかる地方自治法』を通読し、重要部分にラインマー
カーで印を付ける。
②本書を丁寧に読み込み、暗記必須箇所はカード化するなど工夫を図る　
③問題を解く　　
　市販の問題集等を使用するとよいでしょう。ただし、あれやこれや買い込まず、
1冊を最低 3回はやってみましょう。択一試験対策としては、各肢ごとに正否を
○×で記入し、間違えた箇所は本書でチェックします。何度も×が付く肢は、理
解できるまで粘りましょう。
　また、問題集に当たる際には、時間を計って解く訓練をしましょう。あなたの
受ける試験は何分あって、その範囲で何問出題されるのかが事前にわかれば、1
題当たり何分何秒で解けばよいか、計算すれば簡単に割り出せるはずです。ある
程度時間をかければ解けて当然ですが、試験の場合は制限時間内に解けるかが問
われるからです。　
④判例・行政実例に注意する　　
　地方自治法の場合、判例・行政実例の中からも出題されるケースがあり、条文
だけに気をとられていると、思わぬ落し穴にはまります。詳しく勉強したい方な
ら『地方自治ポケット六法』（学陽書房）の中に、青い字で書かれている部分が
あるので、一読するとよいでしょうが、基本的なものなら、本書に掲載していま
すので、本書を読み込めば十分だと思います。　
⑤復習にも本書を活用する　
　問題集に取り組む段階に入ったら、知識をより確実なものにする方法として、
本書を辞書代わりに活用しましょう。間違いの原因やその問題と関連する項目、
さらに覚えておいた方がよい事柄などが、体系的に身につくはずです。本書は、
最初の基礎固めに使えるだけではなく、知識の再確認・定着にも最適なのです。
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■時間を生み出す知恵と工夫　

①暗記に便利なカード作戦　　　
　法律には、どうしても理屈抜きで覚えてしまわなければならない暗記ものがあ
ります。これは、机に向かっているだけでは、なかなか頭に入りません。
　そこで、要点だけを単語カードにまとめる方策が、古い手法のようでいて、意
外と威力を発揮します。このとき、法律の条文や参考書から書き写してはいけま
せん。文章を読んだり解釈する時間が無駄になるだけだからです。
　ではどうするのかと言えば、本書を活用するのです。例えば、本書の 57 ペー
ジにある議会の特別議決は、箇条書きに整理していますので、そのままカードに
写すなどして、ズボンのポケットにでも入れて持ち歩くとよいでしょう。これだ
と通勤中の電車、仕事の合間、会議の待ち時間と、あらゆる場面で取り出して、
見ることが可能というわけです。　
②簡略化して覚える　　
　暗記は時間との闘いのため、なるべく覚えやすい方法を研究しましょう。　
　例えば、上述の 57 ページの特別議決は、カードの表に「事・秘・格・拒否・
施設」と書き、裏に「出席議員の 2/3 以上の同意」と書きましょう。事とは、事
務所の「事」、秘とは、秘密の「秘」、格とは、資格の「格」、拒否とは、一般的
拒否権の「拒否」、施設とは、条例で定める特に重要な公の施設の「施設」のこ
とです。また、表に「主要・除名・不信任」と書けば、裏は「2/3 以上の出席で、
3/4 以上の同意」と書きます。意味は、改めて書くまでもないでしょう。このよ
うに、物事は単純、シンプルにすることで、覚えることが容易になりますので、
皆様も自分に合った簡略化を考えてみてください。

■本書を活用した地方自治法勉強のサイクル

基礎固め

問題演習

本書での読み込み

本書でのチェック

本書を辞書として活用
再確認（復習）
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国民の安全に重大な影響を及ぼす事態における
国と普通地方公共団体との関係等の特例（1）
大規模な災害、感染症のまん延など国民の安全に重大な影響を及ぼ
す事態について、国と地方公共団体との関係等の特例を規定した項
目です。特に通常より、国の関与の度合いが強まりますのでご留意
ください。

33

■資料・意見の提出要求 （法 252 条の 26 の 3）

■事務処理の調整の指示（法 252 条の 26 の 4）

各大臣・都道府県知事・その他の都道府県の執行機関 

各大臣

大規模な災害、感染症のまん延その他、その及ぼす被害の程度において、
これらに類する国民の安全に重大な影響を及ぼす事態 ( 以下、「国民の安
全に重大な影響を及ぼす事態」という ) が発生し、又は発生するおそれ
がある場合において、その担任する事務に関し
　⬇
対処に関する基本的な方針について検討を行い、若しくは生命・身体・
財産の保護のための措置（以下「生命等の保護措置」という）を講じ
又は
普通地方公共団体が講ずる生命等の保護措置について、適切と認める関
与を行うため必要なら
　⬇
普通地方公共団体に対し、

※各大臣は、その担任する事務に関し、市町村に対する都道府県知事その他の執

行機関の、上記の資料又は意見の求めについて、 必要な指示が可

「国民の安全に重大な影響を及ぼす事態」が発生し、又は発生するおそ
れがある場合において、その担任する事務に関し
　⬇
生命等の保護措置の的確・迅速な実施を確保するため
　⬇
当該事態に係る都道府県において、 一の市町村の区域を超える広域の見
地から、当該都道府県と区域内の市町村の事務処理の間を調整するのに
必要なら
　⬇

｝｝資料の提出
意見の提出

を求めることが可
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■生命等の保護措置に関する指示 （法 252 条の 26 の 5）
各大臣

「国民の安全に重大な影響を及ぼす事態」 が発生し、又は発生するおそれ
がある場合において
　⬇
国民の安全に重大な影響を及ぼす事態の規模・態様・地域の状況その他
の状況を勘案し、その担任する事務に関し
　⬇
生命等の保護措置の的確・迅速な実施を確保するため特に必要なら
　⬇
閣議決定を経て、その必要な限度において
　⬇
普通地方公共団体に対し、事務処理について、生命等の保護措置の的確
かつ迅速な実施を確保するため講ずべき措置に関し、必要な指示をする

33

当該都道府県に対し、調整を図るために必要な措置を講ずるよう指示を
することが可
　⬇
この場合は、各大臣は、当該市町村に対し、指示をした旨を通知するも
のとする
　（通知は、都道府県知事その他の都道府県の執行機関を通じてすることが可）
※ただし、対象事務は下記のものに限る

［都道府県の事務］
法律又はこれに基づく政令により、都道府県が処理することとされてい
る事務であって、当該生命等の保護措置に係るものに限る

［市町村の事務］
① 法律又はこれに基づく政令により、指定都市又は中核都市が処理する
こととされている事務
②上記①に掲げる事務を除くほか、法律又はこれに基づく政令により市
町村が処理することとされている事務のうち政令で定めるもの
③法 252 条の 17 の 2 第 1 項又は地方教育行政の組織及び運営に関する
法律第 55 条第 1項に規定する「条例による事務処理の特例」における、
条例の定めるところにより、市町村が処理することとされている事務


